様式第5号（第10条関係）

　年度東温市鳥獣被害防止総合対策事業実績報告書

第　　　　　号

年　　月　　日

　（宛先）東温市長
事業実施主体
　　　　　年　　月　　日付け　　　第　　号をもって交付決定通知のあった事業について、下記のとおり事業を実施したので、東温市鳥獣被害防止総合対策事業費補助金交付要綱第10条の規定に基づき、その実績を報告する。

記

（単位：円）

	事業実施主体
	交　付　実　績　額

	
	鳥獣被害防止総合支援事業
	鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業④
	鳥獣被害防止対策促進支援事業⑤
	シカ・クマ特別対策等事業⑥
	スマート捕獲等普及加速化事業⑦
	合　計
(③+④+⑤+⑥+⑦）

	
	推進事業①
	整備事業②
	小　計
(①+②=③)
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）添付資料として、以下のものを添付すること。
１ 事業実施状況報告書（別紙様式１）

２ 各事業費の根拠となる支払経費ごとの内訳を記載した資料又は帳簿の写しのいずれか

　（整備事業については、財産管理台帳の写しのみでも可とする。）

	別紙様式１
実施年度

　　　年度

実施状況報告年度

　　　年度

事業の種類

被害緊急対応型

広域連携型(県内)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※該当欄に○を記入すること。

鳥獣被害防止総合対策事業実施状況報告書

　　　　　　　

　　　　　　　　事業実施主体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

市町名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　地区名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　参画協議会名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




　１　総括表
※以下、変更がある場合には、変更前と変更が比較対照できるように変更部分は二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載すること。

（事業費及び負担区分）

	事業内容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	
	円
	円
	円
	円
	

	鳥獣被害防止総合支援事業
	
	
	
	
	

	
	推進事業
	(1) 被害防止活動推進
①推進体制の整備

②有害捕獲

③被害防除

④生息環境管理

⑤広域柵の再編整備計画策定支援
⑥サル複合対策
⑦クマ複合対策

⑧鳥類複合対策

⑨他地域人材活用

⑩ＩＣＴ等新技術活用
⑪ＧＩＳを活用した被害対策等の可視化定着支援
⑫集落点検の促進
⑬専門的人材育成・確保

(2) 実施隊特定活動推進

　①大規模緩衝帯整備

　②誘導捕獲柵わな導入

(3)ＩＣＴ等新技術実証

(4)農業者団体等民間団体被害防止活動
(5) ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組
①販売拡大支援
②搬入促進支援
(6)鳥獣被害対策実施隊
体制強化

①実施隊員の人材育成
②新規猟銃取得支援

(7)捕獲サポート体制の構築
(8)処理加工施設の人材
育成

(9)ICTの活用による情報管理の効率化

(10)放射性物質影響地域のジビエ利活用推進
(11)簡易的な集合埋設設備の設置等支援
	
	
	
	
	

	
	
	小　計　①
	
	
	
	
	

	
	整備事業
	(1) 鳥獣被害防止施設
    ①新規整備
　　②再編整備
　　③既設柵の地際補強
(2) 処理加工施設

　（食肉利用等施設）

　（焼却施設）　

(3)捕獲技術高度化施設

(4) 地域提案
	
	
	
	
	

	
	
	小　計　②
	
	
	
	
	

	
	合計

	
	
	
	
	

	鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業

	
	推進事業
	有害捕獲　③
	
	
	
	
	

	鳥獣被害防止対策促進支援事業

	
	広域柵等鳥獣被害防止
施設整備事業
	鳥獣被害防止施設
①新規整備
②再編整備
③既設柵の地際補強
	
	
	
	
	

	
	
	小　計　④
	
	
	
	
	

	シカ・クマ特別対策等事業

	
	シカ等緊急捕獲対策
	シカ及びイノシシの有害捕獲⑤
	
	
	
	
	

	スマート捕獲等普及加速化事業

	
	スマート捕獲等普及加速化事業
	①ＩＣＴ機器及びデータを活用した被害防止対策の実施
②ＩＣＴ機器及びデータを活用した被害防止対策の普及活動
	
	
	
	
	

	
	
	小　計　⑥
	
	
	
	
	

	総　　　計
（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥）
	
	
	
	
	


注）備考欄には、仕入れに係る消費税額等控除相当額について、これを控除した場合には「除税額○○○円　うち県補助金○○○円」を、同税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記載すること。

２　農林水産業等に係る鳥獣被害の現状・課題及び対応方針

	


注）事業実施地区等における現状と課題について、数値等も用いて具体的に記述すること。
３　事業実施状況の概要及び今後の方向
	


４　被害防止計画の作成状況等

　（１）被害防止計画の作成状況

	鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律（平成19年法律第134号）第４条の規定に基づく被害防止計画の作成
	

	上記以外の被害防止計画の作成
	


注）該当欄に○印を記入すること。
　（２）他計画との連携状況

	


注）鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号）第7条第1項に規定する特定鳥獣保護管理

計画に資する取組状況の記載や特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律（平成16年法律第

78号）に基づく防除実績の作成がある場合はその計画名を記載すること。

５　事業実施体制

（１）協議会（又はコンソーシアム）の概要

	協議会（又はコンソーシアム）の名称及び設立年月日
	構成機関の名称
	役割分担内容
	備　考

	
	
	
	


　注）１　実施要領別記１の第４の１の被害防止計画について、鳥獣被害防止特措法に基づく被害防止計画で代える場合は、「別添被害防止計画のとおり」と記載することにより、記載を省略することができる。

　　　２　協議会（又はコンソーシアム）の規約、役員名簿、組織図等、事業実施体制が分かる資料を添付すること。

（２）専門家等の連携

	専門家等の氏名
	所属・専門分野
	実施内容
	備　考

	
	
	
	


（３）地域における取組

	具体的な取組内容

	


注）鳥獣被害防止対策における市町村等地域の取組事項、内容を記入すること。

６　鳥獣被害防止総合支援事業の推進事業の内容

　（１）被害防止活動推進

　　①　推進体制の整備に関する実績

	開催

年月日
	会議名
	内容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	（定額）


	
	
	円


	円
	円
	円
	

	（１/２以内）
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


　注）協議会等の活動について記入すること。

　

　②有害捕獲に関する実績

　　　ア　狩猟免許の取得

	所属機関の名称
	免許の種類
	取得

人数
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	（定額）
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	（１/２以内）
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　イ　有害捕獲に関する事項

	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	（定額）
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	（１/２以内）
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）１　内容欄には、人数(数量)や実施要領別表記載の補助対象経費を記載すること。

２　また、捕獲機材の導入にあっては、数量や実施要領第３の２記載の仕様（幅×奥行）、単価を記載すること。

　　

③被害防除に関する実績

　　　ア　現場技術指導者の育成

	所属機関の名称
	育成人数
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	（定額）
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	（１/２以内）
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	


　　　
　　　イ　被害防除に関する事項
	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	（定額）
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	（１/２以内）
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


　注）内容欄には、研修会名、人数、実施要領別表記載の補助対象経費を記載すること。
　　④生息環境管理に関する実績

	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	（定額）
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	（１/２以内）
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


⑤広域柵の再編整備計画策定支援に関する実績

	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	（定額）
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	（１/２以内）
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）広域柵の再編整備計画策定支援において、当該補助金を活用しない取組がある場合は、その取組を備考欄に記入する。
⑥サル複合対策に関する実績

	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	（定額）
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	（１/２以内）
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


　注）サル複合対策において、当該補助金を活用しない取組がある場合は、その取組を備考欄に記入する。
⑦クマ複合対策に関する実績

	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	（定額）
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	（１/２以内）
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


　注）クマ複合対策において、当該補助金を活用しない取組がある場合は、その取組を備考欄に記入する。
⑧鳥類複合対策に関する実績

	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	（定額）
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	（１/２以内）
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


　注）鳥類複合対策において、当該補助金を活用しない取組がある場合は、その取組を備考欄に記入する。
⑨他地域人材活用に関する実績

	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	（定額）
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	（１/２以内）
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


⑩ＩＣＴ等新技術の活用に関する実績
	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	（定額）
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	（１/２以内）
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）整備内容、設置場所の規模（設置数）、仕様図など決定根拠となる資料、管理規程等を添付すること。
⑪ＧＩＳを活用した被害対策等の可視化定着支援に関する実績
	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	（定額）
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	（１/２以内）
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）１　内容欄には、人数(数量)や実施要領別表記載の補助対象経費を記載すること。

２　整備内容、整備物の規模（設置数）、仕様図など決定根拠となる飼料、管理規定等を添付すること。

⑫集落点検の促進に関する実績
	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	（定額）
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	


	（１/２以内）
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


　注）集落点検の促進において、当該補助金を活用しない取組がある場合は、その取組を備考欄に記入する。
⑬専門的人材育成・確保に関する実績
	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	（定額）
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	（１/２以内）
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


　注）専門的人材育成・確保において、当該補助金を活用しない取組がある場合は、その取組を備考欄に記入する。
（２）実施隊特定活動

　①大規模緩衝帯整備に関する実績

	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）整備内容・規模の欄に伐採率等を記し、整備範囲、農地等の防止対象区域が分かるような地図、規模決定根拠となる資料、管理規程等を添付すること。
②誘導捕獲柵わな導入に関する実績

	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）整備内容、設置場所の規模（設置数）、仕様図など決定根拠となる資料、管理規程等を添付すること。
（３）ＩＣＴ等新技術実証に関する実績

	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）整備内容、設置場所の規模（設置数）、仕様図など決定根拠となる資料、管理規程等を添付すること。
（４）農業者団体等民間団体被害防止活動に関する実績

	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）内容欄には、人数(数量)や実施要領別表記載の補助対象経費を記載すること。

（５）ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組

①　販売拡大支援に関する実績

	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）内容欄には、人数(数量)や実施要領別表記載の補助対象経費を記載すること。

②　搬入促進支援に関する実績

	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）整備内容、整備物の規模（設置数）、仕様図など決定根拠となる資料、管理規程等を添付すること。
（６）鳥獣被害対策実施隊体制強化
①　実施退院の人材育成に関する実績
	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）内容欄には、人数(数量)や実施要領別表記載の補助対象経費を記載すること。
②　新規猟銃取得支援に関する実績
	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）整備内容、整備物の規模（設置数）、仕様図など決定根拠となる資料、管理規程等を添付すること。
（７）捕獲サポート体制の構築に関する実績
	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）内容欄には、人数(数量)や実施要領別表記載の補助対象経費を記載すること。

（８）処理加工施設の人材育成に関する実績
	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）内容欄には、人数(数量)や実施要領別表記載の補助対象経費を記載すること。
（９）ＩＣＴの活用による情報管理の効率化に関する実績
	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）内容欄には、人数(数量)や実施要領別表記載の補助対象経費を記載すること。
（10）放射性物質影響地域のジビエ利活用推進に関する実績
	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）内容欄には、人数(数量)や実施要領別表記載の補助対象経費を記載すること。
（11）簡易的な集合埋設施設の設置等支援に関する実績
	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）内容欄には、人数(数量)や実施要領記載の補助対象経費を記載すること。
７　鳥獣被害防止総合支援事業の整備事業の概要

（１）事業実施地区の地域指定状況

	市町名
	事業実施地区
	地域指定状況
	備考


	
	
	山村
	過疎
	特農
	半島
	離島
	棚田
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


注）該当欄に○印を記入すること。

（２）侵入防止柵等の現状及び計画

	区分
	対象

鳥獣
	整備済面積（Ａ）
	要整備面積（Ｂ）
	整備計画面積（Ｃ）
	整備予定率
（Ａ＋Ｃ）/（Ａ＋Ｂ）
	備考

	侵入防止柵
	
	　　　　ha

       (m)


	　　　　ha

       (m)


	　　　ha

       (m)　　　　


	％
	

	計
	
	
	
	
	
	


注）整備計画面積欄には、市町内要整備面積のうち当該年度において施設の整備計画している面積を記入すること。

　（３）鳥獣被害防止施設の整備実績
	対象

鳥獣
	整備

地区
	受益戸数
	実施内容
	事業費
	負担区分
	補助率
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	
	

	
	
	　戸
	
	円


	円
	円
	円
	％
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注）１　実施内容欄には、整備する鳥獣害防止施設の内容、設置距離、受益面積、１ｍ当たり単価等を記載すること。

　　２　事業実施地区別に記載すること。

　　３　鳥獣被害防止施設の概要（図面、カタログ等）、及び設置場所が分かる地図等を添付すること。

　　４　捕獲の推進に資するよう、スマートセンサー等のＩＣＴ等を用いたわなその他の捕獲施設と一体的な整備を図る場合には、その内容を記載すること。

５　規模の妥当性及び「鳥獣被害防止総合対策交付金における費用対効果分析の実施について」（平成20年3月

31日付け19生産第9426号農林水産省生産局長通知。）により算出した、費用対効果分析（投資効率）に係る

資料を添付するとともに、受益地内での営農の継続が見込まれるという点も含め、投資効果等を十分に検討すること。

　　６　利用計画及び維持管理に関する資料を添付すること。

　　７　実施要綱別表中、交付率欄の直営施工により資材費のみ交付対象経費とし定額補助により取り組む場合は、備考欄に「定額補助」と記載すること。

　　８　上限単価を超えて取り組む必要がある場合は、知事と協議すること。
９　再編整備又は既設柵の地際補強を取り組む場合は、備考欄に既存施設の概要（造成年度、施設の構造等、
　　財産台帳の整備状況）を記載し、既存施設の財産台帳を添付すること。
10　侵入防止柵を新規整備する場合は、野生鳥獣の生息域拡大を見据え、個々のほ場を囲うのではなく、集落を
広域的に囲うなど効率的・効果的な整備を実施するものとする。
11　野生鳥獣を引き付ける農作物残渣を放置しないことやほ場環境を維持すること等、鳥獣被害の発生要因を
　　減らす生息環境管理を行うものとする。

（４）処理加工施設（食肉利用等施設・焼却施設）の整備実績
	対象

鳥獣
	整備

地区
	受益戸数
	実施内容
	事業費
	負担区分
	補助率
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	
	

	
	
	　戸
	
	円


	円
	円
	円
	％
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注）１　処理加工施設（食肉利用等施設・焼却施設）の概要、図面、設置場所、対象範囲が分かる地図及び規模決定根拠となる資料を添付すること。

　　２　規模の妥当性及び「鳥獣被害防止総合対策交付金における費用対効果分析の実施について」（平成20年3月31日付け19生産第9426号農林水産省生産局長通知。）により算出した、費用対効果分析（投資効率）に係る資料を添付すること。

　　３　利用計画及び維持管理に関する資料を添付すること。
　　４　予定販売先及び予定販売数量に関する資料を添付すること。

（５）捕獲技術高度化施設の整備実績
	整備地域
	受益戸数
	実施内容
	事業費
	負担区分
	補助率
	備考

	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	
	

	
	　戸
	
	円


	円
	円
	円
	％
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）１　実施内容欄には、整備する捕獲技術高度化施設の内容等を記載すること。

　　２　事業実施地区別に記載すること。

３　捕獲技術高度化施設の概要（図面、カタログ等）、及び設置場所が分かる地図、規模決定根拠となる資料等を

添付すること。

　　４　規模の妥当性及び「鳥獣被害防止総合対策交付金における費用対効果分析の実施について」（平成20年3月31日付け19生産第9426号農林水産省生産局長通知。）により算出した、費用対効果分析（投資効率）に係る資料を添付すること。

　　５　利用計画及び維持管理に関する資料を添付すること。

　
（６）地域提案の整備実績
	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）１　整備内容がわかる資料を添付すること。

　　２　規模の妥当性及び「鳥獣被害防止総合対策交付金における費用対効果分析の実施について」（平成20年3月31日付け19生産第9426号農林水産省生産局長通知。）により算出した、費用対効果分析（投資効率）に係る資料を添付すること。

　　３　利用計画及び維持管理に関する資料を添付すること。

８　鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業の推進事業の内容

　（１）有害捕獲

	対象鳥獣
	対象

地域
	実施

時期
	有害

捕獲

実績
	事業費
	負担区分
	市町報奨金額
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	
	

	（定額）


	
	
	　頭数


	円


	円


	円
	円
	円


	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注）１　捕獲計画は被害防止計画を踏まえて記載するとともに、有害捕獲に限るものとする。

２　有害捕獲計画（実績）欄には、獣種（成獣・幼獣別）ごとに捕獲計画数を記載すること。

３　単価調整の措置を講じた場合は、備考欄に獣種（成獣・幼獣別）ごとに設定単価及び単価の調整方法につい

て記載すること。
　　　４　イノシシ・シカについては、備考欄に雌・雄の別を記載すること。

９　鳥獣被害防止対策促進支援事業の概要
（１）事業実施地区の地域指定状況

	市町名
	事業実施地区
	地域指定状況
	備考

	
	
	山村
	過疎
	特農
	半島
	離島
	棚田
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


注）該当欄に○印を記入すること。
（２）侵入防止柵等の現状及び計画

	区分
	対象

鳥獣
	整備済面積（Ａ）
	要整備面積（Ｂ）
	整備計画面積（Ｃ）
	整備予定率
（Ａ＋Ｃ）/（Ａ＋Ｂ）
	備考

	侵入防止柵
	
	　　　　ha

       (m)


	　　　　ha

       (m)


	　　　ha

       (m)　　　　


	％
	

	計
	
	
	
	
	
	


注）1　整備計画面積欄には、市町内要整備面積のうち当該年度において施設の整備計画している面積を記入すること。
　 2　「７　鳥獣被害防止総合支援事業の整備事業の概要」で記載している場合は、記入不要。

　（３）鳥獣被害防止施設の整備実績
	対象

鳥獣
	整備

地区
	受益戸数
	実施内容
	事業費
	負担区分
	補助率
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	
	

	
	
	　戸
	
	円


	円
	円
	円
	％
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注）１　実施内容欄には、整備する鳥獣害防止施設の内容、設置距離、受益面積、１ｍ当たり単価等を記載すること。

　　２　事業実施地区別に記載すること。

　　３　鳥獣被害防止施設の概要（図面、カタログ等）、及び設置場所が分かる地図等を添付すること。

　　４　捕獲の推進に資するよう、スマートセンサー等のＩＣＴ等を用いたわなその他の捕獲施設と一体的な整備を図る場合には、その内容を記載すること。

５　規模の妥当性及び「鳥獣被害防止総合対策交付金における費用対効果分析の実施について」（平成20年3月

31日付け19生産第9426号農林水産省生産局長通知。）により算出した、費用対効果分析（投資効率）に係る

資料を添付すること。

　　６　利用計画及び維持管理に関する資料を添付すること。

　　７　交付等要綱別表中、交付率欄の直営施工により資材費のみ交付対象経費とし定額補助により取り組む場合は、備考欄に「定額補助」と記載すること。

　　　８　上限単価を超えて取り組む必要がある場合は、知事と協議すること。
９　再編整備又は既設柵の地際補強を取り組む場合は、備考欄に既存施設の概要（造成年度、施設の構造等、
　　財産台帳の整備状況）を記載し、既存施設の財産台帳を添付すること。
10　侵入防止柵を新規整備する場合は、野生鳥獣の生息域拡大を見据え、個々のほ場を囲うのではなく、集落を

広域的に囲うなど効率的・効果的な整備を実施するものとする。

11　野生鳥獣を引き付ける農作物残渣を放置しないことやほ場環境を維持すること等、鳥獣被害の発生要因を

　　減らす生息環境管理を行うものとする。

１０　シカ・クマ特別対策等事業のシカ緊急捕獲対策の内容
（１）シカ及びイノシシの有害捕獲
	対象鳥獣
	対象

地域
	実施

時期
	有害

捕獲

実績
	事業費
	負担区分
	市町報奨金額
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	
	

	（定額）


	
	
	　頭数


	円


	円


	円
	円
	円


	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注）１　捕獲計画は被害防止計画を踏まえて記載するとともに、有害捕獲に限るものとする。
　　２　有害捕獲実績欄には、獣種（成獣・幼獣別）ごとに捕獲計画数を記載すること。

３　単価調整の措置を講じた場合は、備考欄に獣種（成獣・幼獣別）ごとに設定単価及び単価の調整方法につい

て記載すること。
　　　４　イノシシ・シカについては、備考欄に雌・雄の別を記載すること。

１１　スマート捕獲等普及加速化事業の内容

（１）ＩＣＴ機器及びデータを活用した被害防止対策の実施に関する実績
	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）内容欄には、人数(数量)や実施要領記載の補助対象経費を記載すること。
（２）ＩＣＴ機器及びデータを活用した被害防止対策の普及活動に関する実績
	対象鳥獣
	対象　地域
	実施　時期
	内　容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	事業実施主体
	

	
	
	
	
	円


	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）内容欄には、人数(数量)や実施要領記載の補助対象経費を記載すること。
１２　経費の配分及び負担区分

	区　分
	事業に要する経費

(Ａ) ＋(Ｂ) ＋(Ｃ)
	負担区分
	備考

	
	
	県補助金

(Ａ)
	市町費

(Ｂ)
	事業実施主体(Ｃ)
	

	Ⅰ：鳥獣被害防止総合支援事業

１　推進事業

①推進体制の整備
②有害捕獲

③被害防除

④生息環境管理

⑤広域柵の再編整備
計画策定支援
⑥サル複合対策

⑦クマ複合対策
⑧鳥類複合対策
⑨他地域人材活用
⑩ICT等新技術の活用
⑪GISを活用した被害
　対策等の可視化定着
  支援

⑫集落点検の促進
⑬専門的人材育成・確保

⑭大規模緩衝帯整備
⑮誘導捕獲柵わな導入

⑯ICT等新技術実証
⑰農業者団体等民間団体被害防止活動

⑱ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組の販売拡大支援
⑲ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組の搬入促進支援

⑳鳥獣被害対策実施隊体制強化の実施隊員の人材育成
㉑鳥獣被害対策実施隊体制強化の新規猟銃取得支援

㉒捕獲サポート体制の構築
㉓処理加工施設の人材育成

㉔ICTの活用による情報管理の効率化

㉕放射性物質影響地域のジビエ利活用推進
㉖簡易的な集合埋設設備の設置等支援

２　整備事業

鳥獣被害防止施設

①新規整備
　②再編整備
③既設柵の地際補強

　④処理加工施設

(食肉利用等施設)

(焼却施設）

⑤捕獲技術高度化施設
⑥地域提案
	円
	円
	円
	円
	

	小　計
	
	
	
	
	

	Ⅱ：鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業

１　推進事業

①有害捕獲
	
	
	
	
	

	小　計
	
	
	
	
	

	Ⅲ：鳥獣被害防止対策促進支援事業
１　広域柵等鳥獣被害防止施設整備事業
鳥獣被害防止施設
①新規整備
②再編整備
③既設柵の地際強化
	
	
	
	
	

	小　計
	
	
	
	
	

	Ⅳ：シカ・クマ特別対策等事業

１　シカ等緊急捕獲対策

①シカ及びイノシシの
有害捕獲
	
	
	
	
	

	小　計
	
	
	
	
	

	Ⅴ：スマート捕獲等普及加速化事業

１　スマート捕獲等普及加速化事業

①ＩＣＴ機器及びデータを活用した被害防止対策の実施
②ＩＣＴ機器及びデータを活用した被害防止対策の普及活動
	
	
	
	
	

	小　計
	
	
	
	
	

	合　計

（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ＋Ⅴ）
	
	
	
	
	


１３　事業完了年月日　　　　　年　　月　　日
１４　収支精算
（１）収入の部

	区　分
	本年度精算額
	本年度予算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	１　県補助金

(1)鳥獣被害防止総合支援事業

（推進事業）

①推進体制の整備
②有害捕獲

③被害防除

④生息環境管理

⑤広域柵の再編整備
計画策定支援
⑥サル複合対策

⑦クマ複合対策
⑧鳥類複合対策
⑨他地域人材活用
⑩ICT等新技術の活用
⑪GISを活用した被害
　対策等の可視化定着
  支援
⑫集落点検の促進
⑬専門的人材育成・確保
⑭大規模緩衝帯整備
⑮誘導捕獲柵わな導入

⑯ICT等新技術実証

⑰農業者団体等民間団体被害防止活動

⑱ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組の販売拡大支援
⑲ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組の搬入促進支援

⑳鳥獣被害対策実施隊体制強化の実施隊員の人材育成
㉑鳥獣被害対策実施隊体制強化の新規猟銃取得支援

㉒捕獲サポート体制の構築
㉓処理加工施設の人材育成

㉔ICTの活用による情報管理の効率化

㉕放射性物質影響地域のジビエ利活用推進
㉖簡易的な集合埋設設備の設置等支援
（整備事業）

鳥獣被害防止施設

　①新規整備
　②再編整備
　③既設柵の地際補強

　④処理加工施設

(食肉利用等施設)

(焼却施設）

⑤捕獲技術高度化施設
⑥地域提案
(2)鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業

(推進事業)

①有害捕獲
(3) 鳥獣被害防止対策促進支援事業
（広域柵等鳥獣被害防止施設整備事業）

鳥獣被害防止施設
①新規整備
②再編整備
③既設柵の地際補強

(4)シカ・クマ特別対策等事業

(シカ等緊急捕獲対策)

1 シカ及びイノシシの有害捕獲
(5)スマート捕獲等普及加速化事業

(スマート捕獲等普及加速化事業)

①ＩＣＴ機器及びデータを活用した被害防止対策の実施
②ＩＣＴ機器及びデータを活用した被害防止対策の普及活動
	円


	円


	円


	円


	

	２　市町費
	
	
	
	
	

	３　事業実施主体負担
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


（２）支出の部

	区　分
	本年度精算額
	本年度予算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	 (1)鳥獣被害防止総合支援事業

（推進事業）

①推進体制の整備
②有害捕獲

③被害防除

④生息環境管理

⑤広域柵の再編整備
計画策定支援
⑥サル複合対策

⑦クマ複合対策
⑧鳥類複合対策
⑨他地域人材活用
⑩ICT等新技術の活用
⑪GISを活用した被害
　対策等の可視化定着
  支援
⑫集落点検の促進
⑬専門的人材育成・確保

⑭大規模緩衝帯整備
⑮誘導捕獲柵わな導入

⑯ICT等新技術実証

⑰農業者団体等民間団体被害防止活動

⑱ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組の販売拡大支援
⑲ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組の搬入促進支援

⑳鳥獣被害対策実施隊体制強化の実施隊員の人材育成
㉑鳥獣被害対策実施隊体制強化の新規猟銃取得支援

㉒捕獲サポート体制の構築
㉓処理加工施設の人材育成

㉔ICTの活用による情報管理の効率化

㉕放射性物質影響地域のジビエ利活用推進
㉖簡易的な集合埋設設備の設置等支援
（整備事業）

鳥獣被害防止施設

　①新規整備
　②再編整備
　③既設柵の地際補強

　④処理加工施設

(食肉利用等施設)

(焼却施設）

⑤捕獲技術高度化施設
⑥地域提案
(2)鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業

(推進事業)

①有害捕獲
(3) 鳥獣被害防止対策促進支援事業
（広域柵等鳥獣被害防止施設整備事業）
鳥獣被害防止施設
①新規整備
②再編整備
③既設柵の地際補強
(4)シカ・クマ特別対策等事業

(シカ等緊急捕獲対策)

①シカ及びイノシシの有害捕獲
(5)スマート捕獲等普及加速化事業

(スマート捕獲等普及加速化事業)

①ＩＣＴ機器及びデータを活用した被害防止対策の実施
②ＩＣＴ機器及びデータを活用した被害防止対策の普及活動
	円


	円


	円


	円


	

	合　計
	
	
	
	
	


１５　添付書類

　（１）規約、定款、寄付行為等及び収支決算
（２）関係機関へ委託する場合は、その委託契約書（案）
（３）別紙様式２「環境負荷低減のチェックシート」
（４）別紙様式３「鳥獣被害防止対策のチェックシート」（鳥獣被害防止総合支援事業）

（５）別紙様式４「鳥獣被害防止対策のチェックシート」（鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業）

（６）その他市長が必要と認める書類
別紙様式２
環境負荷低減のチェックシート
事業実施主体名　

	
	（１）適正な施肥
	チェック

	①
	※農産物の調達を行う場合（該当しない ☐ ）
環境負荷低減に配慮した農産物等の調達を検討した。
	☐


	
	（２）適正な防除
	チェック

	②
	※農産物の調達を行う場合（該当しない ☐ ）
環境負荷低減に配慮した農産物等の調達を検討した。
	☐


	
	（３）エネルギーの節減
	チェック

	③
	オフィスや車両・機械等の電気・燃料の使用状況の記録・保存に努めた。
	☐

	④
	省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をしないこと（照明、空調、ウォームビズ・クールビズ、燃費効率のよい機械の利用等）を検討した。
	☐

	⑤
	環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達を検討した。
	☐


	
	（４）悪臭及び害虫の発生防止
	チェック

	⑥
	※処理加工施設の整備を行う場合又は有害鳥獣の捕獲を行う場合（該当しない ☐ ）
悪臭・害虫の発生防止・低減に努めた。
	☐


	
	（５）廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分
	チェック

	⑦
	プラ等廃棄物の削減に努め、適正に処理した。
	☐

	⑧
	資源の再利用を検討した。
	☐


	
	（６）生物多様性への悪影響の防止
	チェック

	⑨
	※生物多様性への影響が想定される工事等を実施する場合
（該当しない ☐ ）
生物多様性に配慮した事業実施に努めた。
	☐

	⑩
	※特定事業場である場合（該当しない ☐ ）
排水処理に係る水質汚濁防止法を遵守した。
	☐


	
	（７）環境関係法令の遵守等
	チェック

	⑪
	みどりの食料システム戦略の理解に努めた。
	☐

	⑫
	関係法令の遵守した。
	☐

	⑬
	環境配慮の取組方針の策定や研修の実施に努めた。
	☐

	⑭
	正しい知識に基づく作業安全に努めた。
	☐


注１：※の記載内容に「該当しない」場合には□にチェックしてください。
　　　この場合、当該項目のチェックは不要です。
注２：（７）の⑫の「関係法令の遵守」については、土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）、悪臭防止法（昭和46年法律第91号）、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成12年法律第100号）、水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号）、鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律（平成19年法律第134号）、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）、国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律（平成19年法律第56号）を遵守することを示す。
別紙様式３
鳥獣被害防止対策のチェックシート（鳥獣被害防止総合支援事業）
事業実施主体名　

	
	（１）効果的な生息環境管理
	チェック

	①
	鳥獣を引き寄せる要因の原因把握に努めた。
	☐

	②
	農作物残さの撤去などについて、農家への巡回指導・助言を行った。
	☐

	③
	ゴミ集積所の適切な管理などについて、地域住民からの協力が得られるように、広報誌やホームページ等で周知を行った。
	☐


	
	（２）効果的な侵入防止柵の整備・維持管理
	

	※１　侵入防止柵の整備を行う場合（該当しない　☐　）

	①
	集落内で話し合いを行い、合意を得て体制を構築した。
	☐

	②
	被害状況等を踏まえ、効率的・効果的な柵の整備に係る事業実施計画を策定した。
	☐

	③
	仕様書に明記する等により、規格に適合した資材を発注し、調達した。
	☐

	④
	専門家等からの指導やマニュアル等を参照し、正しい方法で施工した。また、これらを実績報告までに確認した。
なお、請負施行の場合は受注者による工事が正しい方法による施工か確認した。
	☐

	※２　耐用年数期間内の侵入防止柵がある場合（該当しない　☐　）

	⑤
	集落協定を結ぶなどにより、定期的なチェックを行い、破損等を確認したら速やかに修繕した。
	☐


注１：※１の記載内容に「該当しない」場合には□にチェックしてください。
　　　この場合、①～④のチェックは不要です。
注１：※２の記載内容に「該当しない」場合には□にチェックしてください。
　　　この場合、⑤のチェックは不要です。
別紙様式４
鳥獣被害防止対策のチェックシート（鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業）
事業実施主体名　

	
	効果的な捕獲活動
	チェック

	①
	関係者で話し合いを行い、取組の理解に努め、持続的な捕獲体制を構築した。
	☐

	②
	前年度の捕獲実績や現状の被害状況等を踏まえ、効果的な捕獲計画を策定した、又は見直した。
	☐

	③
	策定した捕獲計画に基づき捕獲を実施した。
	☐

	④
	捕獲実績を集積し、効果的な捕獲活動が実施できているか点検評価した。
	☐


